
 
 

宅地建物取引業者に対する行政処分について 
令和５年３月２９日 

東京都住宅政策本部民間住宅部不動産業課 

被

処

分

者 

商 号 株式会社リードシンアクト 

代 表 者 池田 伸一（いけだ しんいち） 

主 た る 事 務 所 東京都新宿区大久保一丁目１番４９号 

免 許 年 月 日 
令和元年７月４日 
（当初免許年月日 平成２６年７月４日）  

免 許 証 番 号 東京都知事（２）第９６７９１号 

聴 聞 年 月 日 令和５年１月３１日 

処 分 内 容 宅地建物取引業務の全部停止３０日間及び指示 

業 務 停 止 期 間 令和５年４月１２日から同年５月１１日まで 

適 用 法 条 項 

宅地建物取引業法第３５条第１項第８号、第９号、第１４号イ及

び宅地建物取引業法施行規則第１６条の４の３第１１号（重要事

項説明書記載不備） 
同法第３７条第２項第３号（賃貸借契約書記載不備） 
同法第４６条第２項（超過報酬） 
同法第６５条第１項（指示） 
同法第６５条第２項第２号（業務の停止） 

事 
 
実 
 
関 
 
係 

被処分者には、下記のとおり、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号。以

下「法」という。）違反があった。 
記 

 
１ 被処分者は、平成３０年１１月に、貸主Ａと借主Ｂとの間で締結された、東京

都新宿区所在の建物の建物賃貸借契約において媒介業務を行った。 
この業務において、次のような違反行為があった。 

（１）法第３５条に定める書面（以下「重要事項説明書」という。）の違約金に関す

る事項において、賃貸借期間目前の解約（法第３７条第２項に定める書面（以

下「賃貸借契約書」という。）第２１条）に関する記載がない。 
（２）賃貸借契約書第３２条において、敷金の返還時期は「２ヶ月以内」と記載さ

れているにもかかわらず、重要事項説明書の「敷金等の清算に関する事項」に

おいて、返還時期を「遅滞なく」と記載した。 

別紙３ 



 
（３）賃貸借契約書において、「鍵交換費」を記載しなかった。 
（４）借主側の媒介業者と合わせ、貸主及び借主の双方から、合計で借賃の１月分

の１.０８倍に相当する金額を超えて報酬を受けた。 
これらのことは、上記（１）は法第３５条第１項第９号に違反し、上記（２）

は法第３５条第１項第１４号イ及び宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設

省令第１２号。以下「規則」という。）第１６条の４の３第１１号に違反し、上記

（３）は法第３７条第２項第３号に違反し、それぞれ法第６５条第１項本文に該

当し、上記（４）は法第４６条第２項に違反し、法第６５条第２項第２号に該当

する。 
 

２ 被処分者は、令和２年４月に、貸主Ａと借主Ｃとの間で締結された、東京都港

区所在の建物の建物賃貸借契約において媒介業務を行った。 
この業務において、次のような違反行為があった。 

（１）重要事項説明書の契約の解除に関する事項において、入居者の限定（賃貸借

契約書第２２条）及び契約解除の予告（賃貸借契約書第２９条）に関する記載

がない。また、建物賃貸借契約書（案）の「第４０条第８項」を引用すべきと

ころ、「第４０条第７項」と記載した。 
（２）賃貸借契約書の第３５条において、敷金の返還時期は「２ヶ月以内」と記載

されているにもかかわらず、重要事項説明書の「敷金等の清算に関する事項」

において、返還時期を「遅滞なく」と記載した。 
（３）借主側の媒介業者と合わせ、貸主及び借主の双方から、合計で借賃の１月分

の１.１倍に相当する金額を超えて報酬を受けた。 
これらのことは、上記（１）は法第３５条第１項第８号に違反し、上記（２）

は法第３５条第１項第１４号イ及び規則第１６条の４の３第１１号に違反し、そ

れぞれ法第６５条第１項本文に該当し、上記（３）は法第４６条第２項に違反し、

法第６５条第２項第２号に該当する。 
 

３ 被処分者は、令和３年３月に、貸主Ａと借主Ｄとの間で締結された、東京都港

区所在の建物の定期建物賃貸借契約において媒介業務を行った。 
この業務において、次のような違反行為があった。 

（１）重要事項説明書の契約の解除に関する事項において、契約解除の予告（賃貸

借契約書第２６条）及び特約外遵守事項（賃貸借契約書第３８条）に関する記

載がない。 
 
 



 
（２）重要事項説明書の違約金に関する事項において、定期建物賃貸借契約書（案）

の「第３７条９項・１０項」を引用すべきところ、「第３７条８項・９項」と記

載した。 
（３）賃貸借契約書の第３２条において、敷金の返還時期は「２ヶ月以内」と記載

されているにもかかわらず、重要事項説明書の「敷金等の清算に関する事項」

において、返還時期を「遅滞なく」と記載した。 
（４）借主側の媒介業者と合わせ、貸主及び借主の双方から、合計で借賃の１月分

の１.１倍に相当する金額を超えて報酬を受けた。 
これらのことは、上記（１）は法第３５条第１項第８号に違反し、上記（２）

は法第３５条第１項第９号に違反し、上記（３）は法第３５条第１項第１４号イ

及び規則第１６条の４の３第１１号に違反し、それぞれ法第６５条第１項本文に

該当し、上記（４）は法第４６条第２項に違反し、法第６５条第２項第２号に該

当する。 
 

４ 被処分者は、令和３年８月に、貸主Ａと借主Ｅとの間で締結された、東京都立

川市所在の建物の建物賃貸借契約において媒介業務を行った。 
この業務において、次のような違反行為があった。 

（１）重要事項説明書の契約の解除に関する事項において、一部滅失等（賃貸借契

約書第１４条）に関する記載がない。 
（２）重要事項説明書の違約金に関する事項において、建物賃貸借契約書（案）の

「第４０条１６項」を引用すべきところ、「第４０条１５項」と記載した。 
（３）賃貸借契約書の第３５条において、敷金の返還時期は「２ヶ月以内」と記載

されているにもかかわらず、重要事項説明書の「敷金等の清算に関する事項」

において、返還時期を「遅滞なく」と記載した。 
（４）賃貸借契約書において、「鍵交換代」を記載しなかった。 
（５）借主側の媒介業者と合わせ、貸主及び借主の双方から、合計で借賃の１月分

の１.１倍に相当する金額を超えて報酬を受けた。 
これらのことは、上記（１）は法第３５条第１項第８号に違反し、上記（２）

は法第３５条第１項第９号に違反し、上記（３）は法第３５条第１項第１４号イ

及び規則第１６条の４の３第１１号に違反し、上記（４）は法第３７条第２項第

３号に違反し、それぞれ法第６５条第１項本文に該当し、上記（５）は法第４６

条第２項に違反し、法第６５条第２項第２号に該当する。 

 
  


